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特集―地域の強みを生かした雇用創出 

特集 

産業、技術、人材、観光資源、自然環境、文化、歴史などそ
れぞれの地域が有する資源や強みを有効活用しながら、地域
経済の活性化と雇用の創造を図る取り組みが各地で動きだし
た。「自助と自立の精神」の下、地域の基幹的な産業の再生
や事業転換、新規産業の創出などによる、地域再生のための
政策のあり方を検討する。今回の特集は、各地域の特性を踏
まえて、産業政策のあり方を含めた雇用・失業情勢の改善策
を提言するJILPTのプロジェクト研究「失業の地域構造分
析に関する研究」のこれまでの成果を中心に構成したもの。 

地域雇用政策の現状と課題 
　　 　　　　　　 ＪＩＬＰＴ研究員　勇上和史 

○Ｃオリオンプレス 

　
１
　
は
じ
め
に 

 

　
こ
れ
ま
で
、
日
本
経
済
の
構
造
変
動
が
強

く
意
識
さ
れ
る
た
び
に
、
「
地
域
」
を
単
位

と
す
る
経
済
活
動
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ

て
き
た
。
こ
の
こ
と
は
と
り
も
な
お
さ
ず
、

日
本
の
各
地
域
に
、
産
業
構
造
に
代
表
さ
れ

る
就
業
機
会
な
ら
び
に
労
働
力
が
偏
在
し
て

い
る
こ
と
を
意
味
し
て
お
り（
１
）
、
特
に
、

高
度
成
長
期
以
後
は
、
構
造
変
化
に
晒
さ
れ

た
地
域
の
需
給
バ
ラ
ン
ス
の
調
整
が
地
域
雇

用
対
策
の
主
要
な
課
題
と
な
っ
て
き
た
。 

 

し
か
し
、
近
年
の
「
地
域
」
へ
の
注
目
は

こ
れ
ま
で
と
は
や
や
様
相
を
異
に
す
る
。
近

年
の
特
徴
は
、
政
府
機
能
の
地
方
分
権
化
を

背
景
と
し
て
、
従
来
の
国
に
よ
る
画
一
的
な

地
域
対
策
か
ら
、
各
地
域
の
実
情
や
ニ
ー
ズ

に
精
通
す
る
都
道
府
県
や
市
区
町
村
と
い
っ

た
地
方
政
府
に
よ
っ
て
自
主
的
に
立
案
さ
れ

た
地
域
再
生
プ
ラ
ン
へ
と
政
策
主
体
が
変
化

し
つ
つ
あ
る
点
に
あ
る
。 

　
本
稿
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
地
域
経
済
・
雇

用
対
策
に
触
れ
た
後
、
近
年
の
政
策
枠
組
み

の
変
化
と
そ
の
概
要
を
紹
介
し
、
今
後
の
地

域
政
策
の
方
向
性
を
議
論
す
る（
２
）。 

   

２
　
中
央
集
権
型
地
域
政
策
の 

　
　
　
展
開
と
限
界 

 

　
も
と
よ
り
一
国
の
経
済
全
体
に
関
わ
る
政

策
自
体
、
各
地
域
に
様
々
な
影
響
を
も
た
ら

す
。
し
か
し
、
日
本
を
含
め
た
多
く
の
先
進

諸
国
で
は
、
中
央
省
庁
の
管
理
・
運
営
に
よ

り
、
伝
統
的
に
以
下
の
よ
う
な
「
地
域
政
策
」

が
実
施
さ
れ
て
き
た
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
　
一
九
九

〇
）。 

○
特
定
指
定
地
域
に
事
業
所
を
新
・
増
設
す

る
企
業
に
対
す
る
、
補
助
金
、
課
税
免
除
、
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助
成
金
な
ど
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ヴ
策 

〇
指
定
地
域
に
対
す
る
政
府
出
資
に
よ
る
イ

ン
フ
ラ
投
資 

〇
過
密
地
域
に
お
け
る
新
規
建
設
お
よ
び
投

資
の
抑
制 

〇
問
題
の
あ
る
地
域
へ
の
国
営
産
業
の
移
転

お
よ
び
政
府
庁
舎
の
分
散 

　
労
働
力
の
地
域
的
な
不
均
衡
を
是
正
す
る

た
め
の
地
域
雇
用
対
策
は
、
当
初
、
地
方
か

ら
都
市
部
へ
の
積
極
的
な
労
働
力
の
流
動
化

策
と
し
て
展
開
さ
れ
た
。
一
九
五
〇
年
代
半

ば
か
ら
六
〇
年
代
ま
で
の
高
度
成
長
期
は
、

労
働
移
動
を
促
進
す
る
施
策
が
相
次
い
で
実

施
さ
れ
、
大
都
市
圏
の
人
口
増
加
は
六
〇
年

代
半
ば
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
た
も
の
の
、
必
然

的
に
大
都
市
に
お
け
る
人
口
過
密
と
地
方
の

過
疎
化
を
生
み
、
地
域
間
の
経
済
的
格
差
の

是
正
が
課
題
と
な
っ
た
。 

　
安
定
成
長
期
以
後
、
近
年
ま
で
の
地
域
政

策
の
基
本
理
念
は
「
地
域
経
済
の
均
衡
あ
る

発
展
」
で
あ
り
、
就
業
機
会
が
不
足
し
て
い

る
地
方
圏
に
対
し
て
は
、
工
場
移
転
の
優
遇

措
置
な
ど
を
通
じ
た
労
働
需
要
移
転
策
が
進

め
ら
れ
る
と
と
も
に
、
公
共
投
資
に
よ
る
社

会
資
本
整
備
が
地
域
経
済
の
生
産
性
向
上
と
、

不
況
期
の
雇
用
創
出
を
担
っ
て
き
た（
３
）。 

　
し
か
し
、
「
バ
ブ
ル
経
済
」
の
崩
壊
以
後

の
長
期
不
況
下
で
、
従
来
型
の
地
域
政
策
に

は
多
く
の
限
界
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
の

第
一
は
、
地
方
圏
に
お
い
て
就
業
機
会
の
創

出
を
担
っ
て
き
た
工
場
分
散
の
行
き
詰
ま
り

で
あ
る
。
製
造
業
の
海
外
生
産
活
動
は
、
急

速
な
円
高
を
背
景
と
し
て
既
に
八
〇
年
代
後

半
か
ら
活
発
化
し
て
い
た
が
、
と
り
わ
け
九

〇
年
代
に
入
っ
て
、
電
機
や
輸
送
機
器
な
ど

従
来
の
地
方
雇
用
の
主
な
担
い
手
で
あ
っ
た

加
工
組
立
型
産
業
で
は
、
海
外
雇
用
を
増
や

す
一
方
、
国
内
雇
用
の
縮
小
が
進
ん
で
い
る

（
深
尾
・
袁
　
二
〇
〇
一
）。 

　
第
二
は
、
公
共
事
業
に
よ
る
地
域
雇
用
創

出
の
限
界
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
樋
口

他
（
二
〇
〇
三
）
は
、
九
二
年
以
降
、
都
市

圏
と
地
方
圏
の
一
人
あ
た
り
公
共
投
資
額
の

格
差
が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
う

え
で
、
①
道
路
や
港
湾
空
港
と
い
っ
た
社
会

資
本
ス
ト
ッ
ク
に
よ
る
地
域
の
生
産
効
率
の

改
善
効
果
は
、
三
〇
年
前
に
比
べ
て
半
減
し

て
い
る
こ
と
、
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
②
公
共

投
資
や
社
会
保
障
給
付
な
ど
の
政
府
活
動
に

よ
る
就
業
機
会
創
出
効
果
（
雇
用
機
会
の
政

府
依
存
度
）
は
、
九
〇
年
代
を
通
じ
て
地
方

圏
で
相
対
的
に
上
昇
し
た
こ
と
を
実
証
的
に

明
ら
か
に
し
て
い
る
。
し
か
し
、
九
五
年
以

降
、
国
と
地
方
を
合
わ
せ
た
財
政
赤
字
は
年

間
百
兆
円
以
上
に
上
っ
て
お
り
、
財
政
再
建

の
上
か
ら
も
、
こ
れ
以
上
公
共
投
資
に
依
存

し
た
雇
用
創
出
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
。 

 

従
来
型
の
就
業
機
会
の
創
出
が
困
難
に
な

る
一
方
で
、
都
道
府
県
間
の
労
働
移
動
は
九

〇
年
以
降
、
急
激
な
減
少
を
み
せ
て
お
り（
４
）、

労
働
力
の
需
給
バ
ラ
ン
ス
の
改
善
に
お
い
て
、

も
は
や
積
極
的
な
流
動
化
策
に
依
拠
す
る
こ

と
も
困
難
と
な
っ
て
い
る
。
事
実
、
近
年
の

地
域
別
の
失
業
率
は
、
都
道
府
県
レ
ベ
ル
で

も
労
働
市
場
圏
レ
ベ
ル
で
も
固
定
化
が
み
ら

れ（
勇
上（
二
〇
〇
四
）、
周（
二
〇
〇
五
））、

た
と
え
長
期
失
業
化
し
て
も
、
他
地
域
へ
移

動
し
て
求
職
活
動
す
る
こ
と
も
少
な
い
こ
と

が
示
唆
さ
れ
て
い
る（
篠
崎
　
二
〇
〇
四
）。 

 

こ
う
し
た
変
化
の
中
、
九
〇
年
代
後
半
の

各
都
道
府
県
の
雇
用
失
業
情
勢
は
、
図
に
示

す
よ
う
に
就
業
者
の
減
少
率
が
高
い
地
域
ほ

ど
失
業
率
が
上
昇
す
る
傾
向
を
み
せ
て
お
り
、

地
域
間
に
お
け
る
就
業
機
会
の
格
差
が
、
そ

の
ま
ま
各
地
域
に
お
け
る
雇
用
問
題
を
顕
在

化
さ
せ
る
可
能
性
が
高
ま
っ
て
き
た
。 

 

３
　
地
域
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ヴ
の 

　
　
　
広
が
り 

  

中
央
・
地
方
政
府
の
財
政
状
況
の
悪
化
と

国
境
を
越
え
た
地
域
間
競
争
の
加
速
に
よ
り
、

地
方
へ
の
公
共
投
資
に
よ
る
社
会
イ
ン
フ
ラ

の
整
備
や
、
画
一
的
な
企
業
誘
致
策
が
困
難

と
な
る
な
か
、
二
〇
〇
〇
年
代
に
入
っ
て
、

行
政
シ
ス
テ
ム
の
地
方
分
権
化
と
、
地
域
主

体
の
産
業
・
雇
用
政
策
へ
の
転
換
が
図
ら
れ

る
こ
と
と
な
っ
た（
表
を
参
照
）。

そ
の
嚆
矢
が
二
〇
〇
〇
年
に
成

立
し
た
「
地
方
分
権
一
括
法
」

で
あ
る
。
同
法
に
よ
り
、
従
来
、

地
方
自
治
体
が
国
の
出
先
機
関

と
し
て
担
っ
て
き
た
「
機
関
委

任
事
務
制
度
」
が
廃
止
さ
れ
、

国
と
地
方
の
役
割
分
担
を
明
確

化
す
る
と
と
も
に
、
様
々
な
事

務
に
つ
い
て
は
、
国
か
ら
都
道

府
県
、
都
道
府
県
か
ら
市
町
村

へ
と
権
限
移
譲
が
行
わ
れ
、
国

と
地
方
の
関
係
は
従
来
の
上
下
・

主
従
の
関
係
か
ら
対
等
・
協
力

の
関
係
に
移
行
し
た
（
現
在
、

国
か
ら
地
方
へ
の
財
源
等
の
移

譲
が
議
論
さ
れ
て
い
る
）。
ま

た
、
同
年
に
成
立
し
た
改
正
雇

用
対
策
法
で
は
、
地
方
自
治
体

に
よ
る
雇
用
政
策
を
努
力
義
務

規
定
と
し
、
雇
用
政
策
が
、
歴

史
上
初
め
て
地
方
公
共
団
体
の

政
策
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。
こ
う
し
た
流

れ
を
受
け
、
二
〇
〇
三
年
六
月

の
職
業
安
定
法
の
改
正
で
は
、

こ
れ
ま
で
公
共
職
業
安
定
所
が

一
括
し
て
行
っ
て
き
た
無
料
職

業
紹
介
事
業
に
つ
い
て
、
地
方

公
共
団
体
の
参
入
が
可
能
と
な

り
、
既
に
一
五
府
県
一
九
市
町

村
に
お
い
て
、
若
年
者
や
失
業

者
の
就
職
支
援
が
始
め
ら
れ
て 
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い
る
。 

　
行
政
シ
ス
テ
ム
の
地
方
分
権
化
を
受
け
て
、

近
年
の
地
域
政
策
に
は
、
①
地
域
の
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ヴ
と
、
②
地
域
の
資
源
（
強
み
）
を

活
か
し
た
産
業
・
雇
用
開
発
が
強
調
さ
れ
て

い
る
。
地
域
雇
用
開
発
等
促
進
法
（
八
八
年

施
行
）
は
、
自
治
体
と
連
携
し
た
雇
用
開
発

へ
の
特
化
を
目
的
と
し
て
二
〇
〇
一
年
に
改

正
さ
れ
、
そ
の
地
域
指
定

方
式
も
従
来
の
国
に
よ
る

指
定
か
ら
、
都
道
府
県
に

よ
る
指
定
方
式
へ
と
変
更

さ
れ
た
。
他
方
、
同
年
に

経
済
産
業
省
が
打
ち
出
し

た
「
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
計

画
」
は
、
大
都
市
か
ら
地

方
へ
の
企
業
誘
致
に
よ
る

地
域
経
済
振
興
策
が
限
界

に
達
し
つ
つ
あ
る
中
で
、

各
地
域
に
お
け
る
人
的
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
核

と
し
て
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

を
創
出
す
る
環
境
を
整
備

し
、
そ
れ
に
よ
り
「
内
発

型
」
の
地
域
経
済
活
性
化

を
実
現
し
よ
う
と
い
う
試

み
で
あ
る
。
現
在
、
一
九

の
地
域
指
定
が
な
さ
れ
、

地
域
の
経
済
産
業
局
と
中

堅
・
中
小
企
業
（
約
五
八

〇
〇
社
）
、
大
学
の
研
究

者
（
二
二
〇
校
）
と
の
協

力
の
も
と
、
①
産
学
官
の

人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構

築
、
②
地
域
の
特
性
を
活

か
し
た
技
術
開
発
の
支
援
、

③
起
業
家
育
成
支
援
施
設

の
整
備
な
ど
の
施
策
が
行

わ
れ
て
い
る
。 

　
地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
地
域
経
済
活
性

化
の
流
れ
は
、
そ
の
後
の
構
造
改
革
特
区
（
〇

二
年
〜
）
や
地
域
再
生
推
進
の
た
め
の
プ
ロ

グ
ラ
ム
（
〇
三
年
〜
）
に
よ
っ
て
決
定
的
と

な
っ
て
い
る
。
構
造
改
革
特
区
は
、
従
来
型

の
財
政
措
置
で
は
な
く
、
地
方
公
共
団
体
の

自
主
的
な
提
案
に
基
づ
く
地
域
を
限
定
し
た

規
制
の
特
例
措
置
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
地
域
経
済
の
活
性
化
を
促
そ
う
と
い
う
も

の
で
あ
る
。
〇
三
年
四
月
に
は
、
第
一
次
認

定
（
第
一
弾
）
と
し
て
国
際
物
流
や
産
学
連

携
に
よ
る
新
産
業
創
出
、
農
業
活
性
化
な
ど

五
七
件
が
認
定
さ
れ
、
以
後
、
〇
四
年
一
二

月
の
第
六
回
認
定
ま
で
新
規
認
定
計
画
の
累

計
は
四
八
四
件
に
及
ん
で
い
る
。
ま
た
地
域

の
再
生
を
図
る
に
は
、
自
主
的
な
計
画
策
定

と
同
時
に
、
産
業
・
雇
用
政
策
の
総
合
化
が

不
可
欠
で
あ
る
と
し
て
、
〇
四
年
六
月
以
降

は
市
区
町
村
お
よ
び
都
道
府
県
が
策
定
す
る

「
地
域
再
生
計
画
」
の
認
定
が
始
め
ら
れ
、

既
に
累
計
で
二
五
〇
の
再
生
計
画
が
認
定
さ

れ
て
い
る
。
当
初
は
再
生
の
手
段
と
し
て
財

政
措
置
は
と
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
最
近

示
さ
れ
た
新
た
な
指
針
で
は
、
課
税
の
特
例

措
置
や
地
域
再
生
の
た
め
の
交
付
金
な
ど
の

財
政
措
置
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
ま
た
〇
五
年

度
以
降
の
各
省
庁
の
施
策
は
、
地
域
再
生
計

画
と
連
携
し
た
施
策
が
重
点
的
に
実
施
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。 

   

４
　
お
わ
り
に
　 

 

　
以
上
、
日
本
の
地
域
政
策
は
、
中
央
か
ら

地
方
へ
、
画
一
的
な
枠
組
み
か
ら
地
域
の
実

情
に
即
し
た
多
様
な
政
策
へ
と
い
う
流
れ
を

基
調
と
し
、
政
策
の
決
定
と
遂
行
に
お
け
る

制
度
的
な
枠
組
み
が
変
更
さ
れ
つ
つ
あ
る
。

そ
の
な
か
で
、
例
え
ば
公
表
さ
れ
て
い
る
市

区
町
村
の
地
域
再
生
計
画
を
み
る
と
、
い
ず

れ
の
自
治
体
の
政
策
に
お
い
て
も
、
単
な
る

経
済
の
活
性
化
や
働
く
場
の
創
造
を
謳
う
の

で
は
な
く
、（
現
在
、
あ
る
い
は
将
来
の
）地

域
の
「
独
自
性
」
を
明
確
化
し
、
他
地
域
と

の
差
別
化
を
目
指
す
姿
勢
が
打
ち
出
さ
れ
て

い
る
。
こ
れ
ら
の
自
治
体
の
数
は
未
だ
二
〇

〇
前
後
に
留
ま
っ
て
い
る
が
、
問
題
は
数
の

多
寡
で
は
な
く
、
市
区
町
村
自
ら
が
、
地
域

の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
を
提
示
し
、
そ
の
た
め
の

「
手
段
」
と
し
て
地
域
に
お
け
る
就
業
機
会

の
創
出
が
意
識
さ
れ
始
め
た
こ
と
こ
そ
が
、

重
要
な
変
化
で
あ
ろ
う
。 

　
地
域
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
に
よ
る
今
後
の
地

域
政
策
の
成
否
に
は
、
む
ろ
ん
、
国
か
ら
地

方
へ
の
財
源
の
移
譲
な
ど
の
ハ
ー
ド
面
で
の

枠
組
み
の
変
化
も
依
然
と
し
て
必
要
で
あ
ろ

う
。
し
か
し
、
一
方
で
、
地
域
の
政
策
担
当

者
の
能
力
開
発
に
よ
る
行
政
の
コ
ー
デ
ィ
ネ

ー
ト
機
能
の
強
化
や
、
産
学
官
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、

地
元
住
民
と
い
っ
た
地
域
の
利
害
関
係
者
（
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
）
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
、

そ
し
て
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
に
即
し
た
人
材
育
成

支
援
な
ど
、
地
域
の
ヒ
ト
に
係
る
様
々
な
ソ

フ
ト
面
の
改
革
も
ま
た
重
要
で
あ
ろ
う
。
こ

う
し
た
、
い
わ
ば
「
地
域
経
営
」
の
ノ
ウ
ハ

ウ
に
つ
い
て
は
既
に
い
く
つ
か
の
好
事
例
が

挙
げ
ら
れ
て
い
る
が（
５
）
、
地
域
自
発
型
の
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政
策
の
評
価
も
含
め
、
今
後
と
も
課
題
の
発

掘
が
必
要
で
あ
ろ
う
。 

  〔
注
〕 

　
１
．
水
野
（
一
九
九
二
）
お
よ
び
勇
上
（
二
〇
〇

四
）
は
、
都
道
府
県
別
の
失
業
率
に
つ
い
て
、
産
業

構
造
あ
る
い
は
労
働
力
属
性
と
の
間
に
有
意
な
関
係

を
見
出
し
て
い
る
。 

　
２
．
本
稿
は
、
伊
藤
・
勇
上
（
二
〇
〇
五
）
を
、

本
特
集
向
け
に
加
筆
・
修
正
し
た
も
の
で
あ
る
。 

　
３
．
戦
後
か
ら
近
年
ま
で
の
地
域
雇
用
対
策
に
つ

い
て
は
、
高
梨
（
一
九
八
九
）
お
よ
び
大
竹
（
二
〇

〇
三
）
に
論
じ
ら
れ
て
い
る
。 

　
４
．
総
務
省
統
計
局
「
住
民
基
本
台
帳
人
口
移
動

報
告
」
に
よ
る
。
な
お
、
こ
う
し
た
県
外
移
動
の
低

下
は
、
移
動
性
向
の
高
い
若
年
層
に
も
及
ん
で
い
る
。

そ
の
要
因
と
し
て
太
田
（
二
〇
〇
四
）
は
不
況
に
よ

っ
て
県
外
で
良
好
な
就
業
機
会
を
得
る
可
能
性
が
低

下
し
た
（
移
動
コ
ス
ト
が
上
昇
し
た
）
点
を
指
摘
す

る
。
他
方
、
樋
口
（
二
〇
〇
四
）
は
、
少
子
化
に
伴

う
長
男
長
女
社
会
へ
の
移
行
と
両
親
と
の
近
居
化
が

背
景
に
あ
る
と
指
摘
す
る
。 

　
５
．
例
え
ば
関
（
二
〇
〇
一
）
が
、
同
書
の
エ
ピ

ロ
ー
グ
で
取
り
上
げ
て
い
る
東
京
都
三
鷹
市
の
事
例

は
、
市
町
村
主
役
の
時
代
が
予
感
さ
れ
る
な
か
で
、

地
域
政
策
の
担
い
手
育
成
の
一
つ
の
モ
デ
ル
を
示
唆

し
て
い
る
。 
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